
月報 | 基準日：2024年12月30日

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド（愛称：アメリカの星）
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型

（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型

追加型投信／海外／株式

設定来の基準価額（税引前分配金再投資）の推移 ファンド情報

騰落率

分配金実績（1万口当たり、税引前）マザーファンドの組入状況

・ファンドの仕組みについては、本資料の後述にある「ファンドの特色」をご

覧ください。

・投資先ファンドの組入比率はマザーファンドの純資産総額を100％として

計算しており、投資先ファンドの組入比率との差は現金等です。
・上記は過去の実績であり、将来の成果を保証するものではありません。また、

必ず分配を行うものではありません。

・基準価額は信託報酬控除後です。分配金再投資基準価額は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。信託報酬については、後記の

「ファンドの費用」をご覧ください。

・騰落率は、分配金再投資基準価額にて計算しています。騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

本資料のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測、作成時点における当社および当社グループの判断を示したものであり、将来の投資成果および

市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド（為替ヘッジなし、年1回決算型）

（％）

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

6.2 18.6 7.1 50.4 80.2 122.1

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期
2022年1月 2023年1月 2024年1月

0円 0円 0円 0円

第6期 第7期 第8期 第9期 第10期 第11期

設定来
合計

基 準 価 額 22,206円

純 資 産 総 額 1107.9億円

投資証券名 組入比率

米国株式ファンド 99.0%

マネープール・ファンド 0.00001%

合計 99.0%
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月報 | 基準日：2024年12月30日

設定来の基準価額（税引前分配金再投資）の推移 ファンド情報

騰落率

分配金実績（1万口当たり、税引前）

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型

（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型

・基準価額は信託報酬控除後です。分配金再投資基準価額は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。信託報酬については、後記の

「ファンドの費用」をご覧ください。

・騰落率は、分配金再投資基準価額にて計算しています。騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

マザーファンドの組入状況

本資料のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測、作成時点における当社および当社グループの判断を示したものであり、将来の投資成果および

市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型

・ファンドの仕組みについては、本資料の後述にある「ファンドの特色」をご

覧ください。

・投資先ファンドの組入比率はマザーファンドの純資産総額を100％として

計算しており、投資先ファンドの組入比率との差は現金等です。
・上記は過去の実績であり、将来の成果を保証するものではありません。また、

必ず分配を行うものではありません。

（％）

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

6.2 18.6 7.1 50.2 79.9 121.7

基 準 価 額 12,698円

純 資 産 総 額 507.8億円

投資証券名 組入比率

米国株式ファンド 99.0%

マネープール・ファンド 0.00001%

合計 99.0%

第37期 第38期 第39期 第40期 第41期
2024年2月 2024年3月 2024年4月 2024年5月 2024年6月

6,700円 400円 400円 300円 400円 400円

第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期
2024年7月 2024年8月 2024年9月 2024年10月 2024年11月 2024年12月

400円 200円 200円 300円 300円 300円

設定来

合計
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月報 | 基準日：2024年12月30日

設定来の基準価額（税引前分配金再投資）の推移 ファンド情報

騰落率

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型

（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型

本資料のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測、作成時点における当社および当社グループの判断を示したものであり、将来の投資成果および

市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

分配金実績（1万口当たり、税引前）

・基準価額は信託報酬控除後です。分配金再投資基準価額は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。信託報酬については、後記の

「ファンドの費用」をご覧ください。

・騰落率は、分配金再投資基準価額にて計算しています。騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

マザーファンドの組入状況

・ファンドの仕組みについては、本資料の後述にある「ファンドの特色」をご

覧ください。

・投資先ファンドの組入比率はマザーファンドの純資産総額を100％として

計算しており、投資先ファンドの組入比率との差は現金等です。
・上記は過去の実績であり、将来の成果を保証するものではありません。また、

必ず分配を行うものではありません。

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド（為替ヘッジあり、年1回決算型）

（％）

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

1.5 6.0 6.5 28.2 14.0 26.8

基 準 価 額 12,684円

純 資 産 総 額 32.4億円

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期
2022年1月 2023年1月 2024年1月

0円 0円 0円 0円

第6期 第7期 第8期 第9期 第10期 第11期

設定来

合計

投資証券名 組入比率

米国株式ファンド 99.0%

マネープール・ファンド 0.0002%

合計 99.0%
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月報 | 基準日：2024年12月30日

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型

（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型

本資料のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測、作成時点における当社および当社グループの判断を示したものであり、将来の投資成果および

市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

分配金実績（1万口当たり、税引前）

・基準価額は信託報酬控除後です。分配金再投資基準価額は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。信託報酬については、後記の

「ファンドの費用」をご覧ください。

・騰落率は、分配金再投資基準価額にて計算しています。騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

マザーファンドの組入状況

・ファンドの仕組みについては、本資料の後述にある「ファンドの特色」をご

覧ください。

・投資先ファンドの組入比率はマザーファンドの純資産総額を100％として

計算しており、投資先ファンドの組入比率との差は現金等です。
・上記は過去の実績であり、将来の成果を保証するものではありません。また、

必ず分配を行うものではありません。

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型

設定来の基準価額（税引前分配金再投資）の推移 ファンド情報

騰落率
（％）

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

1.5 6.0 6.5 28.1 14.0 26.8

基 準 価 額 10,941円

純 資 産 総 額 15.8億円

第37期 第38期 第39期 第40期 第41期
2024年2月 2024年3月 2024年4月 2024年5月 2024年6月

1,600円 100円 100円 0円 100円 200円

第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期
2024年7月 2024年8月 2024年9月 2024年10月 2024年11月 2024年12月

100円 100円 100円 200円 100円 200円

設定来

合計

投資証券名 組入比率

米国株式ファンド 99.0%

マネープール・ファンド 0.0002%

合計 99.0%
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月報 | 基準日：2024年12月30日JPモルガン・アメリカ成長株ファンド
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型

（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型

組入上位10銘柄

米国株式ファンドの運用状況

当ページは、特段の記載のない限り、マザーファンドが投資する米国株式ファンド（外国投資証券）の現地当月末最終営業日基準の数値を使

用しています。

・組入上位10銘柄および銘柄数については、開示基準日がその他の情報と異なります。

・業種については、GICS分類に基づき分類していますが、当社および当社グループの判断に基づき分類したものが一部含まれます。

・比率は対純資産で計算しています。

業種別構成比率

41.4%

18.4%

16.3%

9.0%

7.7%

4.9%

2.4%

0% 20% 40% 60%

情報技術

一般消費財・サービス

コミュニケーション・サービス

金融

ヘルスケア

資本財・サービス

その他

・比率は組入有価証券（キャッシュ代替として短期運用を目的とするものを除く）を100％として計算しています。四捨五入の関係で合計が100％とならない場合

があります。

・業種別については、GICS分類に基づき分類していますが、当社および当社グループの判断に基づき分類したものが一部含まれます。

本資料のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測、作成時点における当社および当社グループの判断を示したものであり、将来の投資成果および

市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

銘柄数 70

銘柄 業種

1 エヌビディア 情報技術

2 マイクロソフト 情報技術

3 アマゾン・ドット・コム 一般消費財・サービス

4 メタ・プラットフォームズ コミュニケーション・サービス

5 アップル 情報技術

6 アルファベット コミュニケーション・サービス

7 イーライリリー ヘルスケア

8 ネットフリックス コミュニケーション・サービス

9 マスターカード 金融

10 テスラ 一般消費財・サービス

(2024年11月29日現在)

5.2%

比率

9.4%

8.6%

6.4%

5.8%

4.3%

3.9%

3.2%

2.9%

2.6%
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月報 | 基準日：2024年12月30日

(2024年11月29日現在)
銘柄 業種

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

マイクロソフト 情報技術

資金決済処理サービス会社。クレジットおよびデビットカードの決済処理、電子マネー、ATM、トラベラーズチェックなどを手掛ける。世界
で事業を展開。

通信用途の半導体やインフラストラクチャ・ソフトウェア・ソリューション（データシステム関連製品）の開発、提供を行う半導体企業。世界
各国の企業に製品を提供している。

テスラ 一般消費財・サービス

アルファベット コミュニケーション・サービス

情報技術

メタ・プラットフォームズ コミュニケーション・サービス

アマゾン・ドット・コム 一般消費財・サービス

アップル

エヌビディア 情報技術

マスターカード 金融

ネットフリックス コミュニケーション・サービス

イーライリリー ヘルスケア

3次元（3D）グラフィックスプロセッサーと関連ソフトウエアの設計・開発・販売会社。同社の製品は、主要パソコン向けに双方向3Dグラ
フィックスを提供する。

ソフトウエア会社。アプリケーション、追加クラウド・ストレージ、高度セキュリティソリューションを提供する。世界各地で事業を展開。

オンライン小売会社。多岐にわたる製品を販売する。書籍、音楽、コンピューター、電子機器、その他多数の製品を販売。顧客別にカス
タマイズされたショッピングサービス、ウェブ上でのクレジットカード決済、および顧客への直接配送を手掛ける。世界各地でクラウド・プ
ラットフォーム・サービスも提供。

ソーシャルテクノロジー会社。ユーザーをつなぎ、コミュニティを見つけ、事業の成長を支援するアプリケーションおよび技術を構築する。
広告、拡張機能化、仮想現実も手掛ける。

IT会社。スマートフォン、パソコン、タブレット、ウェアラブル端末、アクセサリーの設計、製造、販売に加え、各種関連アクセサリーの販売
に従事。決済、デジタルコンテンツ、クラウド・広告サービスも手掛ける。消費者、中小企業、教育、企業、および政府機関の各市場を対
象に世界各地で事業を展開。

持株会社。子会社を通じ、ウェブベースの検索、広告、地図、ソフトウエア・アプリケーション、モバイルオペレーティングシステム、消費者
コンテンツ、業務用ソリューション、eコマース、ハードウエア製品などを提供する。

糖尿病治療のための世界初のインスリン製剤の実用化に成功するなど、糖尿病治療薬に強みを有する医薬品大手。動物用医薬品部
門をスピンオフし、抗がん剤や中枢神経系疾患（統合失調症、うつ病、注意欠陥／多動性障害）向け治療薬などの開発に注力。アルツ
ハイマー型認知症治療薬や新型コロナ治療薬の開発が注目されている。

映画やアニメ等のサブスクリプション・サービスを展開するインターネットメディア・サービス会社。広告付きプランやアカウント共有の有
料化など、有料会員数の拡大に取り組んでいる。

出所：ブルームバーグ、各社ホームページ等のデータを基にJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社が作成

※業種については、GICS分類に基づき分類していますが、当社および当社グループの判断に基づき分類したものが一部含まれます。

※企業動向等により前回の銘柄紹介の内容と一部異なる場合がございます。

※上記は個別銘柄の推奨を目的として示したものではなく、当該銘柄の株価の上昇およびファンドへの組入れを保証するものではありません。

組入上位10銘柄のご紹介

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型

（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型

マザーファンドが投資する米国株式ファンド（外国投資証券）

本資料のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測、作成時点における当社および当社グループの判断を示したものであり、将来の投資成果および

市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。
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月報 | 基準日：2024年12月30日

運用状況等と今後の運用方針

市場概況

市場見通しと今後の運用方針

運用状況

ＧＩＭアメリカ成長株マザーファンド（為替ヘッジなし）（適格機関投資家専用）

当月、基準価額は上昇しました。保有銘柄の株価が上昇したことに加えて、米ドルが対円で上昇したことがプラス

に寄与しました。

ＧＩＭアメリカ成長株マザーファンド（為替ヘッジあり）（適格機関投資家専用）

当月、基準価額は上昇しました。保有銘柄の株価が上昇したことがプラスに寄与しました。

・セクター別では、通信セクターの銘柄がパフォーマンスに貢献した一方、一般消費財・サービスセクターの銘柄が

振るいませんでした。

・個別銘柄では、AI（人工知能）需要の高まりを背景に先端技術に強みを持つ半導体受託生産企業への投資がパ

フォーマンスに貢献しました。一方、クラウド事業への期待が高まるなかで四半期決算内容が市場予想並みだった

ことが嫌気されたソフトウェア企業への投資が振るいませんでした。

当月の米国株式市場は、前月末比で下落しました。上旬は、11月の米雇用統計にて失業率が市場予想を上回る

悪化を見せたことなどから利下げ期待が高まったものの、上値を重くして推移しました。中旬は、FOMC（米連邦公

開市場委員会）で市場の予想通り0.25％の利下げが発表された一方、FOMC参加者による2025年の利下げ回数

見通しが引き下げられるなどタカ派（金融引き締めに積極的）姿勢が示されたことが嫌気され、下落しました。下旬

は、物価関連指標の発表を受けてインフレ再燃への懸念が若干後退し、一時上昇するも、その後年末にかけて利

益確定売りなどから再び下落しました。

当社グループは、引き続き、経済のファンダメンタルズ（基礎的条件）と企業業績を注視しています。今後変更さ

れる可能性がありますが、S&P500構成企業全体の収益は2025年に約14％、2026年も同様に約14％増加すると予

想しています。

インフレ鈍化と経済成長を背景としたソフトランディングに向けた楽観論がこれまで高まってきましたが、米国にお

いては、新政権の始動、政策金利動向、地政学リスクが高まる可能性などを考慮すると市場の変動性が高まるこ

とも想定されます。引き続き確信度の高い銘柄に焦点を当て、魅力的な投資機会の追求に努めます。

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型

（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型

※米国株式市場の動きは、S&P500指数を使用しています。

※業種別については、GICS分類に基づき分類していますが、当社および当社グループの判断に基づき分類したものが一部含まれます。

※上記運用状況および運用方針については、実質的な運用を行うマザーファンドが投資する米国株式ファンド（外国投資証券）に係る説明を含みます。

※上記は、作成時点のJ.P.モルガン・アセット・マネジメントの見解であり、将来予告なしに変更される場合があります。
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ご購入の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」および「目論見書補完書面」を必ずご覧ください。
 

「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型
（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型
 
ファンドの特色

1 主として米国の株式に投資します。
● 主として米国の企業の株式に投資し、資産の中長期的な成長を目指します。
● カナダの株式にも投資する場合があります。
● 米国の株式に投資する米国株式ファンドの組入比率を高位に保つとともに、円建ての公社債に投資するマネープール・

ファンドにも必ず投資します（本ページ下部の枠内注記ご参照）。

2 J.P.モルガン・アセット・マネジメントのグローバルなネットワークを活用します。
※J.P.モルガン・アセット・マネジメントは、JPモルガン・チェース・アンド・カンパニーおよび世界の関連会社の資産運用ビジネスのブランドです。

3 決算回数と為替ヘッジの有無が異なる、4つのファンドから選ぶことができます。
● 販売会社によっては、一部のファンドのみの取扱いとなる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

4 以下のとおり収益の分配を行います。
● 決算回数によって、収益分配方針が異なります。

年1回決算型 年1回の決算時（1月25日（休業日の場合は翌営業日））に分配金額を決定します。

毎月決算型　予想分配金提示型 毎月25日（休業日の場合は翌営業日）の決算時に分配を行います。
● 分配対象額の範囲内で、決算日の5営業日前の基準価額（受益権1万口当たり）

に応じて、原則として以下の金額の分配を行います。ただし、市況動向、残存信託
期間等により、以下と異なる金額となる場合があります。また、必ず分配を行うも
のではありません。

決算日の5営業日前の基準価額
（受益権1万口当たり）

分配金額
（受益権1万口当たり、税引前）

10,500円未満 0円

10,500円以上11,000円未満 100円

11,000円以上12,000円未満 200円

12,000円以上13,000円未満 300円

13,000円以上14,000円未満 400円

14,000円以上 500円

※ 分配を行うことにより基準価額は下落します。そのため、次回決算時の分配金額
は異なることがあります。

※ 基準価額が上記の一定の水準に一度でも到達すればその水準に応じた分配を
継続する、というものではありません。

※ 決算日の5営業日前から決算日までの間に基準価額が急激に変動した場合等、
基準価額水準や市況動向等によっては委託会社の判断で上記とは異なる分配金
額となる場合や分配が行われない場合があります。

いずれも必ず分配を行うものではありません。
販売会社によっては、どちらか一方のファンドのみの取扱いとなる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

5 「為替ヘッジなし」は為替ヘッジを行いません。「為替ヘッジあり」は米ドル建ての資産につ
いて為替ヘッジを行います。
● 米国株式ファンドを通じて、主として米ドル建ての株式に投資します。

・資金動向、市況動向、経済情勢、投資環境等の変化に対応するために、やむを得ない事情がある場合には、上記にしたがった運
 用が行えないことがあります。

本資料では「JPモルガン・アメリカ成長株ファンド（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示
型／（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型」を総称して、「JPモルガン・アメリカ成長
株ファンド」もしくは「当ファンド」といいます。当ファンドは、決算回数に応じてそれぞれ「年1回決算型」、「毎月決算型　予想分配金
提示型」、または為替ヘッジの有無に応じてそれぞれ「為替ヘッジなし」、「為替ヘッジあり」の呼称を使う場合があります。
当ファンドでは、ベビーファンドの資金をマザーファンドに投資し、さらにマザーファンドはその資金を2つの投資先ファンドに投資する
ファンド・オブ・ファンズ方式で、投資先ファンドが実際に有価証券に投資することにより、その実質的な運用を行います。投資先ファ
ンドである「JPモルガン・ファンズ－USグロース・ファンド」の各シェアクラスを結合したファンド全体または、その「Iクラス（円建て）」、
「Iクラス（円建て、円ヘッジ）」を「米国株式ファンド」といい、投資先ファンドである「GIMジャパン・マネープール・ファンドF（適格機関投
資家専用）」を「マネープール・ファンド」といいます。「当ファンドの投資先ファンド」とは「米国株式ファンド」を指します。詳しくは、投資
信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

 

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型
（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型
 
 

投資リスク
 

ファンドの運用による損益はすべて投資者に帰属します。
投資信託は元本保証のない金融商品です。投資信託は預貯金と異なります。

基準価額の変動要因
 

ファンドは、投資先ファンドを通じて主に米国の株式に投資しますので、以下のような要因の影響により基準価額が変動し、下落した
場合は、損失を被ることがあります。下記は、ファンドにおける基準価額の変動要因のすべてではなく、他の要因も影響することがあ
ります。

株価変動リスク 株式の価格は、政治・経済情勢、発行会社の業績・財務状況の変化、市場における需給・流動性による影
響を受け、変動することがあります。

為替変動リスク 「為替ヘッジなし」は、為替ヘッジを行わないため、為替相場の変動により投資資産の価値が変動します。

 

その他の留意点
 

●　クーリングオフ制度（金融商品取引法第37条の6）の適用はありません。
●　ファンドの流動性リスクが顕在化した場合、ファンドの基準価額が下がること、ファンドが他の投資機会を活用できなくなること、ま
      たはファンドが所定の期間内に換金代金の支払いに応じられないことがあります。
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「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型
（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型
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ご購入の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」および「目論見書補完書面」を必ずご覧ください。
 

「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型
（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型
 

お申込みメモ

購    入    単    位 販売会社が定める単位とします。ただし、自動けいぞく投資コースにおいて収益分配金を再投資する場合は、1円以上1円
単位とします。

購    入    価    額 購入申込日の翌営業日の基準価額とします。

換    金    単    位 販売会社が定める単位とします。

換    金    価    額 換金申込日の翌営業日の基準価額とします。換金時に手数料はかかりません。

換    金    代    金 原則として換金申込日から起算して7営業日目から、販売会社においてお支払いいたします。

申 込 締 切 時 間 原則として午後3時までとします。ただし、販売会社によっては受付時間が異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお
問い合わせください。
（2024年11月5日以降）
原則として、購入・換金の申込みにかかる、販売会社所定の事務手続きが午後3時30分までに完了したものを当日の申込
受付分とします。なお、販売会社によっては対応が異なる場合がありますので、詳細は販売会社にご確認ください。

信    託    期    間 年1回決算型：2021年1月25日から2044年1月25日（休業日の場合は翌営業日）までです。
毎月決算型 予想分配金提示型：2021年1月25日から2031年1月25日（休業日の場合は翌営業日）までです。
（設定日は2021年1月25日です。）

決        算        日 年1回決算型：毎年1月25日（休業日の場合は翌営業日）です。
毎月決算型 予想分配金提示型：毎月25日（休業日の場合は翌営業日）です。

収    益    分    配 年1回決算型：毎年1回の決算時に委託会社が分配額を決定します。
毎月決算型 予想分配金提示型：毎月の決算時に委託会社が分配額を決定します。
ただし、いずれも必ず分配を行うものではありません。

課    税    関    係 課税上の取扱いは、「公募株式投資信託」となります。「公募株式投資信託」は税法上、一定の要件を満たした場合に
NISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。配当控除および益金不算入制度は適用されません。
年1回決算型：NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合がありま
す。
毎月決算型：NISAの対象ではありません。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
上記は2024年8月末現在のものです。税法が改正された場合等には変更される場合があります。

ファンドの費用
投資者が直接的に負担する費用

購 入 時 手 数 料 手数料率は3.3％（税抜3.0％）を上限とします。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
（購入時手数料＝購入価額×購入口数×手数料率（税込））
自動けいぞく投資コースにおいて収益分配金を再投資する場合は、無手数料とします。

信託財産留保額 かかりません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運 用 管 理 費 用
 （ 信  託  報  酬 ）

フ ァ ン ド ファンドの純資産総額に対して年率1.023％（税抜0.93％）がかかり、日々の基準価額に反映されます。
年1回決算型：信託財産に日々費用計上し、決算日の6ヵ月後（休業日の場合は翌営業日）、決算日および
償還日の翌営業日に信託財産中から支払います。
毎月決算型 予想分配金提示型：信託財産に日々費用計上し、決算日および償還日の翌営業日に信託財
産中から支払います。

投 資 先
フ ァ ン ド

投資先ファンドの純資産総額に対して以下の費用がかかります。
米国株式ファンド：年率0.6％ （注）消費税等はかかりません。
マネープール・ファンド：年率0.1045％（税抜0.095％）

実質的な負担
（  概  算  ）

純資産総額に対して年率1.62％程度（税抜1.53％程度）がかかります。
米国株式ファンドに純資産総額の99.9％を投資した場合のものです。投資先ファンドの組入比率により、実
際の負担と異なる場合があります。

そ の 他 の 費 用 ・
手        数        料

「有価証券の取引等にかかる費用*」「外貨建資産の保管費用*」「信託財産に関する租税*」「信託事務の処理に関する諸費
用*」「ファンドに関し委託会社が行う事務にかかる諸費用*」「その他ファンドの運用上必要な費用*」「米国株式ファンドの事務
管理費用（同ファンドの純資産総額に対して上限年率0.16％）」「ファンド監査費用（純資産総額に対して年率0.022％（税抜
0.02％）、上限年額330万円（税抜300万円））」「目論見書、運用報告書等の開示資料にかかる事務費用、ファンドの計理事務
にかかる費用、ファンドの受益権の管理にかかる事務費用等（純資産総額に対して上限年率0.088％（税抜0.08％））」
*運用状況等により変動し、適切な記載が困難なため、事前に種類ごとの金額、上限額またはその計算方法等の概要などを具体的に表示

することができないことから、記載していません。

ファンドの費用の合計額は、ファンドの保有期間等により変動し、表示することができないことから、記載していません。
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ご購入の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」および「目論見書補完書面」を必ずご覧ください。
 

「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型
（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型
 

ファンドの関係法人

委    託    会    社 JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社（ファンドの運用の指図）
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第330号 加入協会：日本証券業協会、一般社団法人投資信託協会、一般社団法
人日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会

受    託    会    社 株式会社りそな銀行（ファンドの財産の保管および管理）

販    売    会    社 委託会社（am.jpmorgan.com/jp）までお問い合わせください。（ファンドの購入・換金の取扱い等、投資信託説明書（交付目論
見書）の入手先）
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「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

 

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型
（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型
 

取扱販売会社について
 

●投資信託説明書（交付目論見書）は下記の販売会社で入手することができます。

●登録番号に「金商」が含まれているものは金融商品取引業者、「登金」が含まれているものは登録金融機関です。

●株式会社を除いた正式名称を昇順にして表示しています。

●下記には募集の取扱いを行っていない販売会社が含まれていることがあります。また、下記以外の販売会社が募集の取扱いを行っている場合があります。

●下記登録金融機関（登金）は、日本証券業協会の特別会員です。

2025年1月6日現在

金融商品取引業者等の名称 登録番号 日本証券業 
協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会
その他

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 関東財務局長(金商)第2251号 ○ ○ ○ ○  

株式会社　関西みらい銀行 近畿財務局長(登金)第7号 ○   ○  

株式会社　埼玉りそな銀行 関東財務局長(登金)第593号 ○   ○  

大和証券株式会社 関東財務局長(金商)第108号 ○ ○ ○ ○  

株式会社　三井住友銀行 関東財務局長(登金)第54号 ○ ○  ○  

株式会社　みなと銀行 近畿財務局長（登金）第22号 ○   ○  

株式会社　りそな銀行 近畿財務局長(登金)第3号 ○  ○ ○  

※ＳＭＢＣ日興証券株式会社、株式会社　三井住友銀行、株式会社　みなと銀行はJPモルガン・アメリカ成長株ファンド（為替ヘッジなし、年1回決算型）、（為替ヘッジあり、年1回決算型）のみ

のお取り扱いとなります。

13 / 14



「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

 

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型
（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型
 

本資料で使用している指数について
 

● S&Pの各指数は、S&Pダウ・ジョーンズ・インデックスLLC が発表しており、著作権はS&Pダウ・ジョーンズ・インデックスLLC に帰属しております。

 
本資料に関する注意事項

本資料はJPモルガン･アセット･マネジメント株式会社（以下、「当社」という。）が作成したものです。当社は信頼性が高いとみなす情報等に基づいて本資料を作成して
おりますが、当該情報が正確であることを保証するものではなく、当社は、本資料に記載された情報を使用することによりお客さまが投資運用を行った結果被った損害
を補償いたしません。本資料に記載された意見・見通しは表記時点での当社および当社グループの判断を反映したものであり、将来の市場環境の変動や、当該意
見・見通しの実現を保証するものではございません。また、当該意見・見通しは将来予告なしに変更されることがあります。本資料は、当社が設定・運用する投資信託
について説明するものであり、その他の有価証券の勧誘を目的とするものではございません。また、当社が当該投資信託の販売会社として直接説明するために作成
したものではありません。
投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負います。過去の運用成績は将来の運用成果を保証するものではありません。投資信託
は預金および保険ではありません。投資信託は、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。投資信託を証券会社（第一種金融商品取
引業者を指します。）以外でご購入いただいた場合、投資者保護基金の保護の対象ではありません。投資信託は、金融機関の預金と異なり、元本および利息の保証
はありません。取得のお申込みの際は投資信託説明書（交付目論見書）および目論見書補完書面をあらかじめまたは同時にお渡ししますので必ずお受け取りの上、
内容をご確認ください。最終的な投資判断は、お客さまご自身の判断でなさるようお願いいたします。
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